
令和年月日 月曜日 (号外特第号)官 報

二

代
表
者
の
氏
名
（
外
国
法
人
に
あ
っ
て
は
、
代
表
者
の
氏
名
及
び
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
百
四
十
一
条
各
号
に
定
め
る
国
内
源
泉
所
得
に
係
る
事
業
又
は
資
産
の
経
営
又
は
管
理
の
責
任
者
の
氏
名
。
次
条
に

お
い
て
同
じ
。）

三

当
該
課
税
事
業
年
度
の
開
始
及
び
終
了
の
日

四

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

（
仮
決
算
を
し
た
場
合
の
防
衛
特
別
法
人
税
中
間
申
告
書
の
記
載
事
項
）

第
三
条

法
第
二
十
二
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

法
第
二
十
二
条
第
一
項
の
法
人
又
は
通
算
法
人
の
名
称
、
納
税
地
及
び
法
人
番
号
並
び
に
そ
の
納
税
地
と
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
と
が
異
な
る
場
合
に
は
、
そ
の
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

二

代
表
者
の
氏
名

三

当
該
課
税
事
業
年
度
の
開
始
及
び
終
了
の
日

四

法
人
税
法
第
八
十
条
又
は
第
百
四
十
四
条
の
十
三
の
規
定
に
よ
り
還
付
の
請
求
を
す
る
場
合
に
は
、
法
第
三
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
確
定
防
衛
特
別
法
人
税
額
の
う
ち
同
項
の
規
定
に
よ
り
還
付
を
受
け
る
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
金

額
五

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

（
防
衛
特
別
法
人
税
確
定
申
告
書
の
記
載
事
項
）

第
四
条

法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
六
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

法
第
二
十
五
条
第
一
項
の
法
人
の
名
称
、
納
税
地
及
び
法
人
番
号
並
び
に
そ
の
納
税
地
と
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
と
が
異
な
る
場
合
に
は
、
そ
の
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

二

代
表
者
（
人
格
の
な
い
社
団
等
で
代
表
者
の
定
め
が
な
く
、
管
理
人
の
定
め
が
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
管
理
人
。
以
下
同
じ
。）の
氏
名
（
外
国
法
人
に
あ
っ
て
は
、
代
表
者
の
氏
名
及
び
法
人
税
法
第
百
四
十
一
条
各
号
に
定
め
る
国

内
源
泉
所
得
に
係
る
事
業
又
は
資
産
の
経
営
又
は
管
理
の
責
任
者
の
氏
名
。
以
下
同
じ
。）

三

当
該
課
税
事
業
年
度
の
開
始
及
び
終
了
の
日

四

当
該
課
税
事
業
年
度
が
法
第
二
十
五
条
第
二
項
の
内
国
法
人
の
残
余
財
産
の
確
定
の
日
の
属
す
る
課
税
事
業
年
度
（
当
該
内
国
法
人
が
通
算
法
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
内
国
法
人
に
係
る
通
算
親
法
人
の
課
税
事
業
年
度
終
了
の
日

に
終
了
す
る
も
の
を
除
く
。）で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
課
税
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か
ら
一
月
以
内
に
残
余
財
産
の
最
後
の
分
配
又
は
引
渡
し
が
行
わ
れ
る
と
き
は
、
そ
の
分
配
又
は
引
渡
し
が
行
わ
れ
る
日

五

法
人
税
法
第
八
十
条
又
は
第
百
四
十
四
条
の
十
三
の
規
定
に
よ
り
還
付
の
請
求
を
す
る
場
合
に
は
、
法
第
三
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
確
定
防
衛
特
別
法
人
税
額
の
う
ち
同
項
の
規
定
に
よ
り
還
付
を
受
け
る
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
金

額
六

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

（
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
る
申
告
）

第
五
条

法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
内
国
法
人
が
同
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
同
項
に
規
定
す
る
申
告
書
記
載
事
項
又
は
添
付
書
類
記
載
事
項
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
「
申
告
書
記
載

事
項
」
又
は
「
添
付
書
類
記
載
事
項
」
と
い
う
。）を
提
供
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
け
る
届
出
そ
の
他
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
五
年
財
務
省
令

第
七
十
一
号
）
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
六
項
及
び
第
七
項
の
規
定
の
例
に
よ
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
も
の
と
さ
れ
る
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
第
四
条
第
一
項
の
届
出
は
、
内
国
法
人
（
法
第
七
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
人
税
法
第
四

条
の
三
に
規
定
す
る
受
託
法
人
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）が
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
一
億
円
を
超
え
る
こ
と
と
な
っ
た
日
（
法
第
二
十
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
法
人
で
な
か
っ
た
内
国
法
人
に
つ
い
て
法
人

税
法
第
六
十
四
条
の
九
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
通
算
承
認
」
と
い
う
。）の
効
力
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
そ
の
効
力
が
生
じ
た
日
（
同
条
第
七
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
行
っ
た
同
条
第
二
項
の
申
請
に
つ

き
当
該
内
国
法
人
に
係
る
通
算
親
法
人
が
通
算
承
認
を
受
け
た
場
合
に
は
、
同
日
と
当
該
通
算
承
認
の
処
分
が
あ
っ
た
日
又
は
同
条
第
九
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
通
算
承
認
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
日
と
の
う
ち
い
ず
れ
か
遅
い
日
）

と
す
る
。）か
ら
一
月
以
内
（
こ
れ
ら
の
内
国
法
人
が
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
二
月
以
内
）
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

新
た
に
設
立
さ
れ
た
次
に
掲
げ
る
法
人

そ
の
設
立
の
日

イ

そ
の
設
立
の
時
に
お
け
る
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
一
億
円
を
超
え
る
法
人
（
公
益
法
人
等
（
法
人
税
法
第
二
条
第
六
号
に
規
定
す
る
公
益
法
人
等
を
い
う
。
次
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。）を
除
く
。）

ロ

保
険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
五
号
）
に
規
定
す
る
相
互
会
社

ハ

投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
九
十
八
号
）
第
二
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
投
資
法
人

ニ

資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
五
号
）
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
目
的
会
社

二

新
た
に
収
益
事
業
（
法
人
税
法
第
二
条
第
十
三
号
に
規
定
す
る
収
益
事
業
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。）を
開
始
し
た
公
益
法
人
等
で
そ
の
開
始
の
時
に
お
け
る
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
一
億
円
を
超
え
る
法
人

そ
の
開

始
し
た
日

三

公
益
法
人
等
（
収
益
事
業
を
行
っ
て
い
な
い
も
の
に
限
る
。）に
該
当
し
て
い
た
法
人
税
法
第
二
条
第
七
号
に
規
定
す
る
協
同
組
合
等
の
当
該
協
同
組
合
等
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
時
に
お
け
る
出
資
金
の
額
が
一
億
円
を
超
え
る
場

合
に
お
け
る
当
該
協
同
組
合
等

そ
の
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
日

３

法
第
二
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
と
す
る
。

一

申
告
書
記
載
事
項

法
第
二
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
、
当
該
申
告
書
記
載
事
項
を
入
力
し
て
送
信
す
る
方
法

二

添
付
書
類
記
載
事
項

次
に
掲
げ
る
方
法

イ

法
第
二
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
、
当
該
添
付
書
類
記
載
事
項
を
入
力
し
て
送
信
す
る
方
法

ロ

当
該
添
付
書
類
記
載
事
項
が
記
載
さ
れ
た
書
類
を
ス
キ
ャ
ナ
に
よ
り
読
み
取
る
方
法
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
方
法
に
よ
り
作
成
し
た
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）

第
三
条
第
七
号
に
規
定
す
る
電
磁
的
記
録
（
こ
れ
ら
の
方
法
に
よ
り
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
よ
う
に
読
み
取
り
、
又
は
作
成

し
た
も
の
に
限
る
。）を
法
第
二
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
送
信
す
る
方
法
（
イ
に
掲
げ
る
方
法
に
つ
き
国
税
庁
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
お
い
て
用
い
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
限
る
。）




		2025-03-31T19:38:41+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



